情報拡散プラットフォームの責任強化等に関する法律案
【目的】
本法律は、情報拡散プラットフォームにおける虚偽情報や誹謗中傷の拡散防止、ニュース記事の信頼性確保、匿名利用者の適切な管理を目的とする。
【定義】
1. 「情報拡散プラットフォーム」とは、インターネット上で多数の利用者が情報を投稿・共有できるサービスをいう。
2. 「ニュース記事掲載者」とは、ニュース記事を掲載し、国の認可を受けた者をいう。
3. 「ISP」とは、インターネットサービスプロバイダーをいう。
4. 「監査チーム」とは、本法律に基づき、情報拡散プラットフォーム及びニュース記事掲載者の運営体制を監査するために設置される組織をいう。
【本人認証の義務化】
情報拡散プラットフォームは、新規登録時及びランダムに電話番号認証等の本人認証を利用者に義務付けなければならない。
【投稿情報の保存及び透明性】
一定の拡散力を有する投稿の編集履歴及び投稿元情報を保存し、行政機関及び司法機関からの照会に応じて速やかに開示しなければならない。
【ファクトチェック体制の設置】
情報拡散プラットフォームは、AI及び専門チームによるファクトチェック体制を設置し、誤情報が判明した場合には速やかに削除又は訂正表示を行う義務を負う。
【ニュース記事掲載の国認可制】
1. ニュース記事掲載者は、国の認可を受けなければならない。
2. 認可を受けた者は認可番号を付与され、これを掲載するニュース記事に明示しなければならない。
3. 虚偽の認可番号の掲示又は認可要件違反があった場合、認可の取消し及び罰則が科される。
【ISPによる利用者識別】
1. 国内ISPは、掲示板等への書き込みを行う利用者に対し、特殊マーカーを付与し識別可能としなければならない。
2. VPN利用者に対しても同様の識別措置を講じることとし、その技術基準は国が定める。
3. 利用者のプライバシー保護措置を定め、過剰な情報取得を禁止する。
【責任及び罰則】
1. 情報拡散プラットフォーム及びニュース記事掲載者は、虚偽情報や誹謗中傷の拡散に関して監督責任を負う。
2. 違反した場合、罰金、業務停止命令等の行政処分を科すことができる。
【監査チームの設置及び任期】
1. 政府は、情報拡散プラットフォーム及びニュース記事掲載者の運営体制を監査するための監査チームを設置する。
2. 監査チームの構成員は専門性と中立性を有し、その任期は1年とし、必ず毎年更新を行うものとする。
3. 監査チームの全構成員は平等に氏名を公開されなければならない。
4. 監査チームは年次監査報告書を作成し、国会及び公表に供するものとする。
【責任能力に関する特則】
1. 本法律において、16歳以上の者による以下の行為については、いかなる精神疾患、精神障害その他の心理的理由があっても、原則として刑事・民事責任の免責を認めないものとする：
　（1）虚偽情報の意図的な発信および拡散行為
　（2）誹謗中傷、名誉毀損、差別扇動その他公序良俗に反する投稿行為
　（3）認可制度を偽装・不正利用したニュース記事の流布行為
2. 裁判所は、本人の意思能力が完全に欠如していたと証明された場合に限り、例外的に責任の一部を免除することができる。
3. 判断には外部の精神科医の診断と被害の重大性を併せて審査する。
【施行期日】
この法律は、公布の日から6か月以内に施行する。




